
農林水産政策研究所 [主要国農業政策・食料需給]プロ研資料 第 15号（2026.3） 

- 1 -

第２章 EU の次期共通農業政策案における構造的転換 
―戦略的自律の確保に向けた直接支払いと市場政策の再構築― 

桑原田 智之 

欧州委員会は 2025 年 7 月，2028～2034 年を対象とする次期多年度財政枠組み

（Multiannual Financial Framework; MFF）案を公表した。この次期MFF案は，従来

の予算構造を抜本的に見直し，地政学的リスクの高まりや経済環境の不確実性の増大等を

背景として2024年6月に欧州理事会が採択した「戦略アジェンダ(Strategic agenda) 2024-

2029」等で示された政策優先課題に対応すべく，共通農業政策 (Common Agricultural 

Policy; CAP) に係る予算を含む既存の 14 の基金を統合し，「国家・地域パートナーシップ

基金（National and Regional Partnership Fund; NRPF）」という新設の包括的枠組みを

構築する野心的な予算改革案を提示している (EC, 2025f: 4-5)。これに伴い，次期 CAP

（2028～2034 年）案についても，この新たな予算構造に即した法的枠組みの基本方針が

同委員会から提示された。 

今後の法的枠組みの決定に向けたスケジュールについては，2027 年中の関連法令の採

択を可能とするため，2026年末までに EU 首脳レベルでの MFF合意を達成することが目

標として掲げられている(European Council, 2026)。これは，現行 CAP（2021～2027年）

の導入過程において顕在化した，法令採択の遅れに起因する実施の遅延への反省に基づい

ている。2028 年 1月の次期 CAP実施に向けては，①各加盟国による国家・地域パートナ

ーシップ計画（National and Regional Partnership Plan; NRPP）の策定・申請，②欧州

委員会による同計画の審査・承認，③各加盟国による実施細則整備等に充当するための準

備期間を確保する必要があると考えられ，欧州委員会からは，現行 CAP に係る法令採択

の遅れによる実施遅延への反省から，迅速かつ適時な合意を目指す意図がある旨の考えが

示されている(EC, 2025a: 7, 14)。 

また，次期 CAP 案においては，2023 年に実施された現行 CAP に対する中間評価結果

が色濃く反映されている。現行 CAP においては，所得支持を目的とする基礎所得支持等

に対し，環境・気候への追加的取り組みに対する上乗せ払いであるエコ・スキーム等を組

み合わせる複層的な構造が導入された。しかし，現行制度における環境・社会要件と具体

的措置のリンクが，実施や報告における複雑さと硬直性を招き，（そのことが実施や報告に

おける行政負担を増大させ，）農業者に対する所得支持の機能を弱めていることが 2024年

1 月から農業団体等主要ステークホルダーを集めて開催された「EU 農業の未来に関する

戦略的対話（Strategic Dialogue on the Future of EU Agriculture）」(1)において指摘され

た (EC, 2024b: 42-43)。これを受け，次期 CAP案においては，従来の CAPにおいて並列

する基礎所得支持や再分配所得支持等複数の所得支持を「逓減的面積ベース所得支持 

(Degressive Area-Based Income Support; DABIS)という単一の支払体系へと一本化する
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方向が示された2 (EC, 2025d, Article 6: 9-10)。 

さらに，地政学的な文脈においては，ロシアによるウクライナ侵攻後のエネルギー・肥

料・飼料等の投入財価格の乱高下等を受け，食料安全保障が再び欧州の戦略的自律を支え

る核心的課題として再認識されている。これは，環境基準の遵守を前提としつつも，いか

なる外部ショック下においても欧州農業が供給力を確保し続けるためのレジリエンス確保

へと政策の重点がシフトしたことを意味していると言えよう。 

本稿では，次期 CAP案の全体像を概観した上で，直接支払い制度，市場政策，イノベー

ション政策の改革内容について，加盟国間の対立軸を交え分析する。 

本稿で分析対象とする次期 CAP案は，2025 年 7 月に公表された欧州委員会提案に基づ

くものであり，今後の欧州議会，欧州理事会等における議論，加盟国等との交渉等の中で

変更され得るものであることに留意が必要である。 

本稿においては，第１節において，EU の農業・食料政策をめぐる現況と目的の推移，

第２節において，次期 CAP 案の新たな制度的枠組みと基本的方向性について，主に直接

支払い・市場政策・イノベーション政策の観点から論述する。続いて，第 3節においては，

次期 CAP案をめぐる加盟国の立場と利害対立，合意に向けた展望を論じる。第 4節・第 5

節においては，欧州における戦略的自律の考え方の下で，直接支払い・市場政策に関して

いかなる改革案が欧州委員会により示されているか分析を行う。末尾の第 6節においては，

EUにおけるMFF や次期 CAP案の検討が，日本を含め農業政策におけるレジリエンスの

確保を検討する上で重要な示唆を有することについて総括を行う。 

 

１．EU の農業・食料政策をめぐる現況と目的の推移 

 

（１）政策的力点のシフト：供給力維持と戦略的自律の確保 

次期 CAP 案の検討における顕著な変化の一つとして，政策課題の捉え方の変化が挙げ

られる。現行 CAP の策定段階においては，「欧州グリーン・ディール (European Green 

Deal)」，「農場から食卓まで戦略 (Farm to Fork Strategy)」等に基づき，環境・気候変動

対策が強力に推進された。しかし，ロシアによるウクライナ侵攻等を背景としたエネルギ

ー・肥料・飼料等の投入財価格の高騰や地政学的リスクの増大は，農業セクターに著しい

影響を与えた(significantly strained) (EC, 2024b: 20)。こうした情勢の変化は，EU の農

業政策において，環境対応と並び，食料安全保障の確保がいかに不可欠であるかという課

題を改めて再認識させることとなった (EC, 2025a:3; European Council, 2024:7)。 

2024年 6月に欧州理事会が採択した「戦略アジェンダ (Strategic Agenda 2024-2029)」

においては，「自由で民主的な欧州」，「強靭で安全な欧州」，「繁栄し競争力のある欧州」の

3領域が優先課題として掲げられた (European Council, 2024)。これを受け，欧州委員会

が同年 7月に公表した「政治指針(Political Guidelines for the Next European Commission 

2024-2029)」においては，防衛や競争力と並び，「生活の質の維持：食料安全保障，水，自

然」が戦略的な核心課題として位置づけられた (EC, 2024a: 21)。 
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こうした戦略アジェンダ，政治指針に示された方針の下，農業・食料分野においても，

域内における供給力維持の重要性が再認識される方向へと転換している。これは環境目標

の達成を，農業者の所得安定や生産性の向上と対立するものではなく，不可分なものとし

て捉え直すアプローチへの移行を意味していると考えられる。欧州委員会は同指針におい

て，持続可能性への移行にあたっては，農業者が公正で十分な所得を確保することが不可

欠であるとの認識を示している (EC, 2024a: 21)。 

 

（２）EUの農業・食料分野をめぐる中長期的な将来像 

戦略アジェンダ・政治指針といった上位方針を，農業・食料分野における中長期的な指

針として具体化したものが，2025年 2月に欧州委員会が公表した「農業・食料に関するビ

ジョン（Vision for Agriculture and Food）」(EC, 2025b)である。同ビジョンは，次期 CAP

の具体的な制度設計を導く指針として位置づけられる。 

同ビジョンにおいて特筆すべきと考えられる点の一つは，農業者の所得確保が，環境対

応を含むあらゆる持続可能性を成功させるための前提条件として位置づけられていること

である。具体的には，投入財価格の乱高下といった近年の状況を踏まえ，農業者の経済的

レジリエンスが確保されて初めて，野心的な環境目標への投資や次世代への継承が可能に

なるとの認識が示されている。 

このような基本的な考え方を踏まえ，環境対応について同ビジョンにおいては，従来の

コンディショナリティを通じた義務付けを基礎としたアプローチから，農業者が生態系サ

ービスを提供する取り組みに対して報いるインセンティブ重視の枠組みへの転換が志向さ

れている (EC, 2025b: 8)。さらに同ビジョンでは，デジタル化の推進や，新ゲノム技術 

(New Genomic Technologies; NGTs) を含む植物育種イノベーションを，気候変動への適

応と資源節約型の生産を加速させる不可欠な手段として規定し，将来の欧州農業の競争力

とレジリエンスを確保する方向性を提示している (EC, 2025b: 24-25)。 

 

２．次期 CAP 案における新たな制度的枠組みと基本的方向性 

 

次期 CAP 案においては，農家所得の確保，食料の安定供給，環境・気候変動対策等，

CAP が従前から掲げてきた政策目的は維持されている。しかし，2022 年以降のウクライ

ナ情勢等を背景とした地政学的不確実性の高まりや，エネルギー・肥料・飼料等の投入財

の輸入依存リスクの顕在化を踏まえ，EU の農業政策においては，従来の環境持続可能性

の追求に加え，食料安全保障を通じた戦略的自律の確保がいかに不可欠であるかが改めて

再認識されるに至っている (EC, 2025d: 1; European Council, 2024:6)。 

この戦略的自律の確保は，欧州理事会が採択した戦略アジェンダ等において，防衛，エ

ネルギー，経済，食料安全保障等を包含する EU 全体の最上位の政策目的として位置づけ

られている。この上位概念の下，次期 CAPは，地政学的不確実性等に対する欧州の食料の

安定供給を担保するための戦略的手段としての役割を担うことが明確にされた  (EC, 
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2025d: 1)。こうした政策的重点の移行を踏まえ，欧州委員会は，戦略的自律や食料安全保

障等の新たな優先課題に即応すべく，次期 CAP 案を含む次期予算全体において，予算構

造，ガバナンス，および個別政策の中身の抜本的な見直しが行われることを提起している 

(EC, 2025f: 1-2; EC, 2025d: 1-2)。 

 

（１）次期多年度財政枠組みと連動した予算・ガバナンス構造の改革 

次期 CAP 案の制度設計における最大の特徴の一つは，CAP に係る予算を運用する基金

が，欧州全体の新たな包括的財政枠組みである NRPFへと統合される点にある。 

これまでの CAP予算は，欧州農業保証基金（European Agricultural Guarantee Fund; 

EAGF ） と 欧 州 農 業 農 村 開 発 基 金 (European Agricultural Fund for Rural 

Development;EAFRD）という独立した二つの基金で運用されてきた。しかし次期 CAP案

においては，これら現行の二基金の両方が，他の地域政策基金等とともに NRPF という単

一の包括的基金の下へと統合・再編されることが提案されている (EC, 2025d: 1, 8)。 

この二つの基金を含む CAP予算全体の NRPF への統合は，加盟国等が実施する EU資

金を首尾一貫した計画プロセスに統合し，あらゆる資金のインパクトを最大化するととも

に，より効率的な予算執行と制度の簡素化を図ることを目的としている (EC, 2025f: 3)。

加えて，こうした包括的枠組みへの統合により，農業政策（特に農村地域の発展に資する

開発政策や構造政策）を他の地域政策とより緊密に連携させ，分野横断的な相乗効果・補

完効果を強化する狙いも込められている (EC, 2025b: 21)。 

こうした見直しの中で，次期 CAP 案においては，現行の第 1 の柱・第 2 の柱という区

分は廃止され，双方の機能が新たな CAP 介入措置(CAP interventions)として引き継がれ

ることが提案されている(EC, 2025d: 8)。その上で，欧州における食料の安定供給という課

題に対処するため，農業者に対する所得支持等の予算については，NRPF 内で最低 2,957

億ユーロがリングフェンス（使途限定）され，真に食料安全保障に貢献する農業者へ確実

な政策資源が担保される仕組みが法的に規定された (EC, 2025e, Article 10(2):. 45; EC, 

2025d: 2)。 

こうした予算構造の変化に伴い，政策のガバナンスも見直される。各加盟国における

CAP の実施に当たり各国が策定する国別計画については，現行 CAP の下では農業分野に

特化した CAP国家戦略計画 (CAP Strategic Plans)として策定されてきた。しかし次期枠

組みの下では，あらゆる支援措置を単一の計画に統合するという方針に従い，NRPF 全体

を管理する NRPP の中に設けられる一つの農業章として，他分野の政策との整合性を確保

しながら策定・実施することが提案されている (EC, 2025f: 4; EC, 2025e, Article 21(2): 

52; Article 74: 111-112)。 

そして，この新たな計画枠組みにおいて重視されているのが，プロセス管理から成果重

視への移行である。従来は，プロセス重視，具体的には，農業者がいかなる作業を行った

か（例：環境配慮の特定の農業活動を実施したか否か）を厳格に管理・審査することに主

眼が置かれ，これが当局・農業者の双方にとって多大な事務負担を強いる要因となってき
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た。これに対し次期 CAP案においては，EU から加盟国への予算執行を成果重視（Results-

based delivery）へと転換することが提案されている。具体的には，EU と各加盟国の間で

あらかじめ合意した投資（資金投入）と改革（制度・規制等の見直しのパッケージ）につ

いて，そのマイルストーン（定性的な到達点）およびターゲット（定量的な到達点）の達

成度を資金支払いの条件とする仕組みである (EC, 2025f: 6; EC, 2025e, Article 4: 36-37)。

これにより，加盟国は自国の農業実態に即した柔軟な制度設計の裁量が認められる一方，

自国が設定した成果に対する説明責任をより強く負うこととなる (EC, 2025d: 1-2, 5)。 

更に注目すべきは，この EUレベルでの厳格な成果管理が，加盟国から現場の農業者に

対する評価にも波及する点である。自国のターゲット達成を EUに証明する責任を負う加

盟国は，現場の政策執行においても成果を担保する仕組みを強化せざるを得ない。実際に

法案では，例えば，環境・気候対策の一環として農業者が策定する移行行動計画（transition 

action plan）に係る支援において，単なる作業の実施ではなく計画の完了（結果）を最終

支払いの条件とすることが法的に規定されるなど，現場レベルでも成果・結果を問うメカ

ニズムが組み込まれている (EC, 2025d, Article 10: 12-13)。 

こうした所得支持予算の確実な担保，NRPP への統合，加盟国の裁量増大と成果重視へ

の転換といった一連の改革は，政策の実効性を高めつつ，複雑化した制度の簡素化を目指

すものとして位置づけられている (EC, 2025a:5; EC, 2025d: 3)。 

 

（２）次期 CAP 案における主要政策の見直しの方向性 

次期 CAP 案においては，欧州における食料の安定供給確保という課題に向け，前述し

た改革の方向性を踏まえて，主要政策について具体的に以下の方向性で見直しを行うこと

が検討されている。 

 

１）所得支持(直接支払い) 

直接支払いについては，分配構造の是正と事務負担の軽減等を図るため，現行の基礎所

得支持，再分配所得支持，青年農業者所得支持の三つを，DABISへ一元化されることが提

案されている。この見直しでは，1 受給者当たりの年間受給額について 2 万ユーロを超え

る部分に 25%，50%，75%の累進的な削減率（逓減率）を適用し，最大 10 万ユーロの上限

を一律に設定する仕組みが法的に規定された (EC, 2025d, Article 6:9-10)。なお，現行の

エコ・スキームについては DABIS には統合されず，農村開発の環境措置と統合された農

業環境・気候アクション（Agri-environmental and climate actions; AECAs）に再編され

る (EC, 2025d, Article 10: 12-13)。 

あわせて，直接支払いによる支援を真に食料安全保障に貢献する主体へと的を絞るため，

従来の活動的農業者 (active farmers)の概念を，農業を主たる活動 (principal activity) と

する者へと厳格化し，面積ベースの所得支持を標的化（ターゲティング）する方針が示さ

れ，この「主たる活動」の概念を定義する基準としては，総所得に占める農業所得の割合，

農場への労働投入量，会社の目的，および国や地域の登録簿への農業活動の記載が含まれ
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るべきであると提案されている(EC, 2025e: 26; EC, 2025d, Article 6(5): 10)。さらに，環

境保護や労働・雇用条件等の遵守を義務付ける「ファーム・スチュワードシップ (Farm 

stewardship)」を DABIS 等の直接支払いの受給要件として包括的に適用することで，所

得支持を環境・社会に係る課題対応の基盤となる制度として位置づける改革が法的に規定

された (EC, 2025d, Article 3: 6-7)。 

 

２）市場政策 

市場政策については，欧州委員会提案によると，①現行 CAP において平時の市場安定

を担う価格政策を維持しつつ，②緊急危機対応（Unity Safety Net; USN）として，農産品

等の価格変動や投入財コストへの影響等の脅威に対処するため，欧州委員会が即時適用可

能な実施規則（immediately applicable implementing acts）により機動的に発動する措置

を導入することが提案されている。この USN については，7 年間で合計 63億ユーロの独

立予算を確保することで，有事対応への制度的な予見性と対応力を高める仕組みとして位

置づけられている(EC, 2025e:.25 ; EC, 2025d: 9; EC, 2025c, Article 222f: 35)。さらに，

③市場構造で生じている課題自体(フードチェーンにおける交渉力，情報の非対称性，価格

形成の透明性等)に働きかける構造的なアプローチの強化を通じて，サプライチェーンの強

靭化，戦略的自律の確保を図ることも提案されている (EC, 2025b: 6-7)。 

 

３）イノベーションを通じた生産性・競争力の向上 

 欧州農業の生産性および競争力の向上に向けて，次期 CAP 案は，CAP に基づく措置と

次期研究開発枠組みプログラム(FP10)等の研究開発枠組みとの連携を強化し，先端技術の

現場実装を加速させる相乗効果の最大化を図る方針を打ち出している(EC, 2025d: 4)。 

このような考え方の下，両枠組みの間では，明確な役割分担が企図されている。まず，

FP10 等の研究開発枠組みにおいては，AI を活用した行動なデジタル技術の開発，NGTs

による気候変動適応型品種の育種等，新たな知識やイノベーションの創出といった基礎的・

基盤的開発を中心とした役割を担うことが想定されている(EC, 2025b: 24-26)。一方，CAP

においては，これら先端技術を現場へ普及させる社会実装の課題に対して中心的に対応す

ることが想定されている。具体的な例としては，農業知識・イノベーションシステム

（Agricultural Knowledge and Innovation Systems; AKIS）を通じた専門的助言サービ

スの強化，農家によるデジタル機器導入を支援する投資助成等が挙げられる(EC, 2025d, 

Article 13: 14-15; Article 20: 19-20; EC, 2025b: 25-26)。 

このように次期 CAP案においては，基礎的・基盤的開発については他に委ねる一方で，

CAPにおいては，社会実装の課題に対して中心的に対応することが想定されている。この

役割分担により，相乗効果・補完効果を最大化し，戦略的自律，食料の安定供給の確保を

図ることを目指していると考えられる。 

 

３．次期 CAP 案をめぐる加盟国の立場と利害対立，合意に向けた展望 
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欧州委員会が提案した次期 CAP 案に関しては，加盟国間では自国の農業構造等に対応

した政策上の優先順位等を踏まえて利害対立が生じている。主として以下のものが挙げら

れる。 

第一に，直接支払いの分配構造の適正化と，イノベーション投資のバランスをめぐる対

立である。欧州委員会は，受給額の上限設定や累進的な削減（逓減）を導入し，支援を真

に必要とする中・小規模層等へ再配分する方針を掲げている。しかし，一般に大規模な農

業経営体が多く，直接支払いが農業者所得の重要な構成要素となっているフランスやドイ

ツ等では，受給額の上限設定等に対して懸念や反対が示されている(Abis, 2025)。EU 最大

の農業生産者団体である COPA-COGECAも上限設定や逓減に明確に反対する声明を出し

ている (Šajn, 2025: 8)。こうした反発の背景には，大規模経営体への支援の制限が長期的

な投資余力を削ぎ，結果として欧州の戦略的自律・供給力維持という目的を損なうといっ

た懸念があると考えられる。これに対し，小規模農業者が多く，一戸当たりの直接支払い

受給額を底上げしたい東欧・南欧諸国は，分配構造の適正化としてこの方向性をおおむね

支持していると考えられ，実際に小規模農業者等で構成される国際的な農業関連の運動組

織であるラ・ビア・カンペシーナ(La Via Campesina)は，現行の面積ベースの支払いが大

規模経営体を利していると批判し，上限額をさらに 6 万ユーロへと引き下げるよう求めて

いる。また，主要な環境 NGO等も上限設定や逓減導入を支持している (Šajn, 2025: 9-10)。 

さらに，自力での投資余力が比較的大きいと考えられる大規模層や，再配分保護の対象

となる小規模層の中間に位置し，いずれの支援も限定的となりがちな中規模層が，技術実

装に伴うコストの自己負担に耐えきれず，競争から脱落することへの懸念も，政策議論に

おいて指摘されている (EC, 2024b: 17, 43; EC, 2025b: 24)。 

第二に，環境と食料の安定供給という政策目的間の優先順位をめぐる対立である。 ウク

ライナ情勢等を契機として食料の安定供給，レジリエンス強化の重要性が再認識され，環

境対応と生産性を不可分なものとして両立させる方針が打ち出された。しかし，その方針

を具体化する制度設計において，生産性維持のために環境要件をどの程度まで柔軟化すべ

きかという点が，環境重視の勢力と生産重視の勢力との間で論点となっている。 

一般に環境野心の高い北欧諸国や環境保護団体は，こうした柔軟化の方向性に懸念を有

していると考えられ，実際に主要な環境保護団体である EEB（欧州環境事務局）や IFOAM

（国際有機農業運動連盟）等は，現行 CAPにおけるエコ・スキーム等を統合した AECAs

等の環境に係る取り組みに対して予算のリングフェンスが義務化されていない点に懸念を

表明して，こうした使途限定の欠如が，環境要件を競争上の不利益と見なす加盟国間での

「底辺への競争 (race to the bottom)」を招き，欧州において環境持続可能性への焦点の後

退をもたらしかねないと批判している (Šajn, 2025: 10)。 

一方で，ウクライナ情勢の影響を直接的に受けている東欧諸国等は，供給力の維持と農

業者の収益性を最優先すべきであるとして，環境要件の柔軟化を求める声が出されている

ところであり(例えば Foote, 2022)，加盟国等からのこうした強い要請を受け，欧州委員会
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は水枠組み指令や硝酸塩指令等の環境規則について，その累積的影響や比例性3を考慮し，

要件の柔軟化に向けた対話を進める方針を明らかにしている(EC and Cypriot Presidency, 

2026: 5)。また，この利害対立は，次期 CAP 案において AECAs 等の環境対応に新たに

30%の国内拠出(共同融資)が義務付けられたことで一層複雑化している (Šajn, 2025: 3)。

これにより，単なる環境か生産かという理念の対立にとどまらず，各国の財政的負担能力

を絡めた新たな利害対立の要因となっていると考えられる。 

したがって，次期 CAP改革に係る合意形成においては，①農家所得の下支え，②環境持

続可能性の追求，③供給力を重視する戦略的自律の確保といった政策目的の間で選択が問

われていると考えることが可能である。 

しかし，前述のような欧州委員会による柔軟化や対話の推進等によるアプローチによっ

て，これら所得支持・環境規制・生産性向上といった目的間の対立を解消し得るかについ

ては，加盟国やステークホルダー間で依然として立場の隔たりが大きい。2026年末までの

EU 首脳間合意が目指される過程で，具体の制度設計をめぐる加盟国等の間での交渉が継

続するものと考えられ，動向を注視する必要がある。 

 

４．直接支払い制度の見直し： 分配構造の是正，受給要件厳格化等 

 

（１）直接支払いの分析視点，現行制度の構造 

現行の CAPにおける直接支払い制度は，①支払い単位（面積・農業活動等），②支援の

対象，③受給要件，という三つの要素の組み合わせにより，多層的な政策目的を単一の制

度内で実現しようとする構造的特徴を有すると考えることが可能である。 

第一に，支払い単位と支援の対象に着目すると，現行制度の基盤は，生産から切り離さ

れた（デカップルされた）所得支持である持続可能性のための基礎所得支持である。これ

は，営農実態がある「適格な面積(eligible hectares)」4を支払い単位とし，特定の生産行為

を条件とせず広範に支払いが行われる。その一方で，特定の政策目的に基づき支援対象を

ターゲティングする仕組みも併存している。具体的には，大規模経営体から小規模経営体

等へ予算を再配分する再分配所得支持や，新規就農者の経営確立を目的とした青年農業者

支払い等がこれに該当する。 

第二に，受給要件に着目すると，直接支払い制度は，法的義務の遵守と追加的行為への

対価という二重のインセンティブ構造を有している。まず，全ての受給者に共通の基礎的

要件として，①環境，気候変動，公衆衛生，労働基準等に係る規定の遵守を求めるコンデ

ィショナリティや，②実態として農業を営んでいるか否かを判定する活動的農業者の要件

が存在する。これらは直接支払いの受給権を確立するための必須の法的要件である。その

上で，これら義務的要件を上回る環境・気候への追加的活動を行った農業者に対し上乗せ

の報酬を支払うエコ・スキームの仕組みが設定されている。 

このように CAPの直接支払いにおいては，土地の保有・利用を基礎とした所得支持，経

営規模等に着目した予算の再配分，特定の農業行為の選択に応じた政策誘導という異なる
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政策意図が併存する構造となっており，管理プロセスの複雑化を招く主要な要因となって

いると考えられる。 

 

（２）所得支持の束から単一体系への転換と簡素化 

次期 CAP実施に向けた直接支払い制度の見直しにおいて，欧州委員会は，現行 CAPに

おいて並列する複数の所得支持を DABISへ原則一元化することを提案している。 

この DABIS への一元化の重要な意義の一つとしては，現行 CAPにおいて別途の支払い

措置として並列していた基礎所得支持，再分配所得支持，青年農業者支払いについて，

DABIS という単一の支払体系の中に統合し，窓口を一元化することを通じて，措置ごとに

異なっていた申請・審査プロセスが統合され，農業者・当局ともに事務負担コストが大幅

に軽減されることにあると考えられる。なお，エコ・スキームについては，この DABIS の

中には統合されない。同スキームは，現行 CAP における第 2 の柱における環境措置等と

統合され，単一の新たな環境インセンティブ措置である AECAsとして，DABISとは独立

した措置への再編が提案されている (EC, 2025d, Article 10: 12-13)。 

ここで留意すべきは，DABISはその名称に面積ベースと冠され，適格な面積の保有・利

用が受給の前提となるものの，その支払額が必ずしも全面積に対して比例的に算出される

わけではないという点である。DABISの内部構造を確認すると，全ての適格面積に対して

支払われる基礎的な単価部分を土台としつつ，現行の青年農業者への加算や，中・小規模

農業者等への標的化といった要素が，DABIS 内部の仕組みとして包含されるという多層

的な計算ルールが適用されている (EC, 2025d, Article 6: 9-10)。このように，これまでの

多面的な支援機能を損なうことなく，制度の枠組みを単一化して運用の簡素化を同時に達

成しようとする点に，DABISの制度設計上の特徴があると考えられる。 

 

（３）分配構造の是正：受給額の逓減と上限設定 

直接支払いの見直しにおいて，DABISへの一元化と同時に，分配構造の抜本的な是正も

提案されている。面積を基礎とする直接支払いは，基本的には面積を支払い単位とするこ

とから大規模経営への集中を招きやすいが，次期 CAP 案においては，受給額において一

定規模を超える部分の支払いを調整することで，限られた予算の中で分配構造を是正する

ことが意図されている。 

具体的なメカニズムとしては，第一に，1 受給者当たりの年間受給額のうち，2万ユーロ

を超える部分に対して，金額層が高くなるにつれて 25％，50％，75％という累進的な逓減

率を適用した上で，最大 10 万ユーロという上限を一律に設定する仕組みである (EC, 

2025d, Article 6: 9-10)。欧州委員会は，この大規模経営に対する受給額に係る上限等の適

用を，より公正な分配を確保するための措置であるとの考えを示している(EC, 2025g) 。

第二に，これと同時に，支援を最も必要とする中・小規模農業者への標的化や，次世代を

担う青年農業者に対する支払単価の引き上げを行うことが加盟国に義務付けられている 

(EC, 2025d, Article 6(2): 9)。 
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（４）活動的農業者の定義厳格化 

加えて，次期 CAP 改革において直接支払いに関して重要な論点となっているのが，支

援対象を真の農業活動の担い手へと厳格に標的化するという受給資格の見直しである。こ

れは，直接支払いを単なる土地保有等に対する所得支持ではなく，実態を伴う農業活動と

より厳格に結びつける意図を反映したものであると言える。 

具体的には，当該主体の総所得に占める農業所得の比率，農場への労働投入量，法人目

的等の客観的指標に基づき，農業を主たる活動としない主体を特定し，原則として支援対

象から除外する仕組みの導入が規定された (EC, 2025e:26; Article 4(3)(c): 36)。一方で，

主たる活動が農業でなくとも，一定の最低限の農業活動に従事している小規模農業者につ

いては，支援対象から排除されないよう配慮する規定も同時に設けられている  (EC, 

2025d, Article 6(5): 10)。 

この受給資格の厳格化は，いかなる主体を支援対象とすべきかという公的支援の正当性

を厳密に問うものであると言える。これにより，限られた政策資源を，食料供給や農業の

担い手確保に直結する主体へと集中させ，直接支払いという所得支持制度の実効性を高め

ようとする試みであると考えることが可能である。 

 

（５）環境・社会要件の DABISへの適用と小規模層への配慮 

また，次期 CAP案では，現行 CAPにおけるコンディショナリティがファーム・スチュ

ワードシップへと名称変更されることが提案されている。現行 CAP においてもコンディ

ショナリティは全ての直接支払いの受給要件として機能しているが，DABIS 等の受給要

件として単一の制度構造の中に統合して規定されることとなった (EC, 2025d, Article 3: 

6-7)。これにより，直接支払いの受給と高い環境・社会水準の遵守が不可分であるという

原則が，新制度下においても引き続き確固たる土台として引き継がれることとなる。 

なお，この要件をめぐっては小規模農業者への配慮を踏まえた柔軟な運用が行われるこ

とも規定されている。具体的には，年間最大 3,000 ユーロの小規模農家向け支払い

Payment for small farmers）を選択した農業者に対してはファーム・スチュワードシップ

の環境要件が免除される (EC, 2025d, Article 3(2): 6; Article 7(1): 10)。加えて，適格面積

が 10 ヘクタール以下の全ての農業者に対しては，当該要件の遵守状況に関する当局の審

査や罰則が免除される仕組みとなっている (EC, 2025e, Article 62(1): 94)。制度の理念と

しては受給者に責任を課しつつも，実態としては小規模層の行政負担を軽減するという措

置が講じられることとなる。 

以上のように，次期 CAP案における直接支払い制度の見直しは，①DABIS への一元化

と簡素化，②受給額に係る累進的削減と上限設定を通じた分配構造の更なる是正，③農業

を主たる活動とする者への支援対象の厳格化を通じた公的支援の正当性強化，④新たな環

境・社会要件（ファーム・スチュワードシップ）への再編と DABIS の受給要件としての

統合，という四つの軸で構成されている。 
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５．市場政策 

 

現行 CAPの市場政策は，価格下支え政策，緊急危機対応，市場環境整備を行う構造的な

取り組みの三層構造で構成されていると捉えることが可能である。次期 CAP 案において

もこの構造は継承されているが，同案における市場政策の見直しにおいては，近年の不確

実性の増大等を受け，特に緊急危機対応の制度化と構造的な取り組みの強化に重点が置か

れている。本節では，これらについて，現行 CAP下における概要と，次期 CAP案におけ

る見直しの方向性について述べる。 

 

（１）現行 CAP における市場政策の三層構造と課題 

現行 CAP 下での市場政策は，①公的介入や民間備蓄助成等を通じ，価格下落局面で物

量を一時的に吸収する価格下支え手段，②地政学的ショックや異常気象等の突発的事態に

対応する措置，③フードチェーンにおける交渉力格差や情報の非対称性といった市場構造

そのものの課題に働きかける措置（例：生産者組織の活用や市場透明性の向上）の大きく

三層で構成されている。 

一つ目の価格下支えは，法令上の参照価格を主たる発動基準とするため，近年の投入財

コスト高騰等のリスクを十分にカバーできていないこと，二つ目の緊急危機対応の財源が

現行 CAP の下では農業予備費という不安定な財源に依存していること，三つ目の構造的

な取り組みに係る施策が EU域内の供給力の維持・向上に結びつくような重点的な運用が

なされていないこと等が課題となっている。 

次期 CAP案では，現行の価格下支え政策を維持しつつ，新たに USN を導入することで

危機管理機能を制度化して強化するとともに，サプライチェーンのレジリエンス強化を図

る施策の拡充が提示されている。 

 

（２）次期 CAP 案における市場政策の見直しの方向性 

次期 CAP 案において，市場政策については，（１）で述べたとおり，現行 CAP 下にお

ける三層構造自体は維持しつつも，特に近年顕在化している課題に対処すべく，第 2 層の

緊急危機対応の制度化，第 3 層の構造的アプローチの強化等の見直しが提示されている。

具体的には，次期 CAP案において，市場政策は，以下の三つの柱で構成されることが提案

されている。 

第一に，共通市場組織（Common Organisation of the Markets; CMO）規則に基づく価

格下支え政策(公的介入等)であり，現行 CAP下と同様に引き続き，主として法令上の参照

価格を判断基準とした運用が維持される。より具体的な発動メカニズムとしては，例えば

公的介入の発動に関して，対象品目（小麦，大麦，とうもろこし等） について法令で定め

られた参照価格を下回った場合に発動されることとなる。 

第二に，緊急危機対応の制度化を図るべく導入提案が行われている USN が挙げられる。
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不安定な農業予備費からの拠出という現行 CAP下での措置に代わり，次期MFF案におい

て 7 年間で合計 63 億ユーロという独立した予算枠が事前に確保されることが提案されて

いる (EC, 2025d: 9)。欧州委員会提案によると，USNの主たる目的は，市場の不均衡（農

産品等の価格と投入財コストの乖離等）の是正を通じた市場の安定化であるとされている。

その発動判断は，農産品等価格の動向のみならず，エネルギー・肥料・飼料等の投入財コ

ストの変動，さらには地政学的リスクや動植物の健康問題といった要因を含め，市場状況

を総合的に評価する仕組みとして設計されている (EC, 2025e: 25)。この USNの仕組みを

通じた具体的な支援方法については，欧州委員会が決定する標準額（単位数量当たりの買

い入れ単価や保管・加工経費等）に基づく，農産品等の買い入れ，貯蔵，加工等の公的介

入措置に対する資金提供という形で行われる方針が提案されている(EC, 2025e, Article 

32: 66)。これら市場状況の総合的な評価に基づく機動的な支援は，予見困難な緊急状況に

対して，貯蔵や，生鮮品等を長期保存可能な形態へと加工等を通じた過剰供給量の市場か

らの隔離により需給バランスに直接働きかけるものであり，これにより，例えば，高騰す

る投入財コストと農産品等価格間の不均衡を是正し，当該セクターのレジリエンス強化が

促進されるものと考えることが可能である。 

第三に，CMO 規則の改編を通じた，サプライチェーンのレジリエンス強化の拡充を目

指す構造的アプローチの強化である。現行 CAP 下で既に実施されている生産者組織によ

る共同貯蔵・加工への支援といった枠組みを継続しつつ，具体的施策の充実・強化を図る

ものである。 

具体的には，畜産物，乳製品，タンパク質作物等について，品質や表示ルールを規定す

るマーケティング基準を強化し，原産地表示の厳格化や製品定義の再整理5を行うことが提

案されている (EC, 2025g; EC, 2025c, Article 1(13):27)。これは，市場の透明性を高める

のみならず，安価な域外輸入品との質の差別化を法的に担保することで，域内産品の競争

力を強化し，戦略的自律に資する市場環境を整備するものであると考えられる。また，公

共調達の枠組みである EU学校制度を通じた地産品活用の優先化 (EC, 2025c, Article 28: 

22-23) や，サプライチェーンにおける農業者の交渉力強化に向けた生産者組織の権限拡充

も検討されている。 

さらに，投入財の準備性や入手可能性を高めるためのサプライチェーン対策も提案され

ている。具体的には，供給途絶時に食料安全保障を確保するための農産物・投入財の戦略

的備蓄や緊急時のリアルタイムの在庫管理の制度化等が示されている (EC 2025c, Article 

222d: 34; Article 222f: 35)。 

第 1 表は，次期 CAP案における価格下支え政策と USN の比較を行ったものである。 
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第１表 次期 CAP案における価格下支え政策と緊急危機対応(USN)の比較 

 

資料：EC (2025c), EC(2025d), EC(2025e)を基に筆者作成 

 

（３）市場政策と直接支払いの役割分担 

次期 CAP 案における市場政策は，第 4 節で詳述した直接支払いと，不確実性へのアプ

ローチや発動の時間軸において補完関係を形成していると見なすことが可能である。 

まず，直接支払いは，市場介入を伴わず，年次ベースで予見可能な所得支持を行うこと

を通じて，農業経営の基礎的なレジリエンスを平時から担保する役割を担う。市場で発生

した結果を事後的に調整するのではなく，年次単位で経営基盤そのものを事前に下支えす

ることでリスクに対するレジリエンスを向上させようとする制度である。 

これに対して市場政策は，所得面の下支えのみでは対応困難な急激な需給変動や地政学

的ショック等に対し対処するものである。具体的には，市場を通じたセーフティネット提

供としての価格下支え，USNを通じた機動的介入，構造的アプローチを通じた事前の市場

環境整備という重層的なアプローチが取られている。 

このように，次期 CAP案においては，直接支払いによる所得安定を前提としつつ，市場

政策が，価格下支え，USNを通じた事後的介入や，構造的な取り組みを通じた事前の市場

環境整備等の機能を担うことで，不確実性に対応する複層的な政策体系としての性格を強

めている。この補完的な役割分担を捉えることは，次期 CAP 案を理解する上で適切な視

点の一つになるものと考えられる。 

 

６．おわりに 

 

本稿においては，欧州委員会が提示した次期 MFF案や CAP案を中心に，その制度構造

の変容について分析を行った。分析を通じて明らかになったことの一つは，これらの提案

は，経済環境の不確実性の増大，地政学リスクの増大を背景に，欧州の戦略的自律を支え

る強靭な農業・食料システムの構築を目指している点である (EC, 2025b: 26; EC, 2025d: 

① 価格下支え ② 緊急危機対応（USN）

主たる目的
価格暴落時における農産品等の価格の下支えに

よるセーフティネット提供

市場の不均衡（農産品等の価格と投入財コストの乖

離等）の是正を通じた農業市場の安定化

措置の法令等の

根拠
CMO規則に基づく恒常的措置 次期MFFに基づく独立予算措置

発動要件 主として法令上の参照価格を踏まえて発動
農産品等の市場価格、投入財コスト、供給網の混乱

等を踏まえた総合的評価

介入手法
公的介入による農産品等の買い入れ、民間備蓄

助成

農産品等の買い入れ、貯蔵、加工等の公的介入措置

に対する資金提供

予算的性格 EAGF(欧州農業保証基金)予算に基づく支出
次期MFFにおいて事前確保される独立予算枠に基

づく支出
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1-4)。 

第一に，制度全体の枠組みにおいては，現行 CAPの第 1の柱（直接支払い，市場政策）

と第 2の柱（農村開発政策）を支える二つの基金（EAGF，EAFRD）の双方が，NRPF と

いう単一の包括的枠組みへと統合される方向が示されており，農業政策が地域政策等と一

体的に運用される構造への転換が進められている。この点は，政策間の整合性向上という

利点を有する一方で，農業政策固有の目的が相対的に希薄化する可能性等の課題も内包し

ている (EC, 2025d:8; EC, 2025e: 2)。 

第二に，直接支払いについては，DABIS への一元化による簡素化が図られるとともに，

受給額の上限設定・逓減，農業を主たる活動とする者への支援対象の厳格化を通じて，分

配構造の見直しと支援対象の明確化が進められている。これは，限られた財源の下で，公

的支援の対象をより明確にし，政策の正当性を高める方向性を示すものと位置づけられる 

(EC, 2025d: 9; EC, 2025e: 26)。 

第三に，市場政策については，従来の価格下支え措置を維持しつつ，USN の導入により，

価格動向に加え投入財コストや供給網の状況を含めた総合的判断に基づく機動的な危機対

応が制度化されつつある。この点は，近年の不確実性の高まりに対応するための政策的柔

軟性の確保として理解することができる (EC, 2025e: 25)。 

以上のように，次期 CAP案は，所得支持による平時の安定，市場政策を通じた緊急対応

や構造的アプローチを通じた事前の市場環境整備，さらに制度全体の再編を通じて，不確

実性に対応する多層的な政策体系の構築を志向している。こうした方向性は，今後の農業

政策におけるレジリエンスの確保を検討する上で重要な示唆を有するものと考えられるで

あろう。 

 

 
1 2024 年 1 月に開始され，計 7 回の全体会合を経て同年 9 月に最終報告書公表。農業団体，食品産業，

小売業者，消費者団体を含むステークホルダーで構成。農業者の所得安定，環境持続可能性，競争力強化

等の複数の政策目的間にある対立を解消し，次期 CAP を含む次期欧州委員会の政策方針への提言するこ

とを目的に開催。 
2 環境・気候への追加的取り組み等は DABIS 内部の加算要件として整理され，申請・審査プロセスの一

元化・簡素化目指されている。 
3 比例性に係る考慮とは，EU の環境規制（水枠組み指令，硝酸塩指令等）が農業者に課す経済的・事務

的負担や生産活動への制約等について，当該規制が達成しようとする環境保護の目的に対して過剰なも

のとなっていないか，妥当なバランスを保っているか考慮することを指す。 
4 農業者が利用・管理可能な耕作地，永年草地，永年作物地等のうち，農業活動（生産又は耕作に適した
状態の維持）が実態として行われている土地を指す。法的な利用権原（保有・利用）を有し，かつ現に営

農実態があることが受給の条件となる。 
5 製品定義の再整理とは，ここでは，CMO 規則上の農産物の法的名称を使用するための組成要件や表示

ルールを厳格化することを指す。具体的には，原材料の比率や製造工程の基準を再設定することで，例え

ば，植物性代替品や低質な輸入品との差別化を法的に明確化し，EU 域内産品の市場における優位性を担

保するものである。 
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